
資料１－１

第4次島田市健康増進計画　施策評価シート 

具体的な施策 内容 事業名 R11　目標値 担当課 事業内容 Ｒ６　事業実績
（回数、人数等）

R６年度末
の自己評価

課題と今後の方向性

１－（１）　栄
養・食生活

望ましい生活習慣の習
得の支援

乳幼児相談や健診において望ましい生活習慣
の習得を支援する。

７ヶ月児相談
幼児健康診査事業

７か月児相談・1歳６か
月児健診・３歳児健診
の受診率100％。

健康づくり課 発育発達確認や育児についての
相談を行う。未受診者への受診
勧奨し、受診率の向上を図る。

・７ヶ月児相談：実施人数　552
人、受診率　99.6％
・１歳６ヶ月児相談：実施人数
531人、受診率　98.5％
・３歳児健診：実施人数　635
人、受診率　100.2％

◎

7か月児相談・１歳６か月児健
診・３歳児健診を各24回実
施し、他職種と連携しなが
ら、要支援者への支援を実施
する。
未受診者へ受診勧奨を行い、
受診率100％を目指す。

園便り・クラスだより
クラス懇談会
学校・保育所との連携

食育講演会実施（年度
初め）
園だより・給食だより

保育支援課 園で発行する便り・クラス懇談
会を通じて、生活に関する内容
や情報を提供する。

公立2園
園だより12回＋年度末号
給食だより　12回
小学校教員との交流（公開保
育）

◎

・保護者に分かりやすく、興味
をもってもらえるようなお便
りの作成
・小学校との交流を深め、繋
げていく

発達段階に即した食育指導 各園、各校の食育に係
る教育計画に基づき
実施

学校教育課 各園、各校の食育に係る教育計
画に基づき実施

各園、各校の食育に係る教育計
画に基づき実施 ◎

継続

食育講座
食事バランスガイドの活用

食育講座・健康教育の
実施

健康づくり課 食事バランスガイドを活用し、生
活習慣病予防の食生活を啓発
する。

食生活講座　36回　　６６０人
健康教育　６８回　1,039人

〇

食育講座、健康教育など多く
の場で実施した。今後とも継
続していく。

保健学習の実施 市内高等学校におけ
る食育講座の実施

健康づくり課 保健学習の実施 市内高等学校における食育講座
1回 〇

市内の高校で実施した。今後
とも継続していく。

母子健康手帳交付
妊産婦への保健指導

母子健康手帳交付時
の情報提供実施
100％

健康づくり課 母子手帳交付時にアンケート実
施し、必要に応じて助言、指導を
実施

母子健康手帳交付時の情報提
供：１００％実施。
母子健康手帳交付：48１件 ◎

今後も母子健康手帳交付時
のアンケートをもとに必要な
情報提供や助言、指導を行っ
ていく。

保健学習の充実 年２回以上の身体測定
の実施

学校教育課 身体測定の実施
保健授業の実施

身体測定の実施、保健授業の実
施（年２回以上） ◎

継続

健康講座
健康相談

健康講座：12回
健康相談：４回

健康づくり課 健康相談・健康教育の実施 健康教育：17回
健康相談：１１回 〇

継続

適切な栄養摂取の啓発
小中学生対象の指導

280時間 学校教育課 授業の充実
・栄養教諭を派遣した食育授業

栄養教諭を派遣した食育授業の
実施 ◎

継続

健康教育事業
栄養･食育普及啓発事業

FMしまだ・広報しまだ
による普及、健康教育
の実施

健康づくり課 栄養・食育をはじめ食生活習慣
の改善を指導助言し、生活習慣
病予防につなげる

広報誌献立掲載　12回
健康教育68回　　1,039人

〇

生活習慣病予防につながる
献立や食材の啓発及び周知
ができた。今後も継続してい
く。

食育講座事業
食育普及啓発事業
「具だくさん島田汁」の啓発

高校食育講座、フレッ
シュパパマ教室、児童
クラブ食育教室、高齢
者食育料理教室、親子
料理教室の実施

健康づくり課 「具だくさん島田汁」を媒体とし
て食育普及啓発を図る

高校食育講座　１回　　１５0人
フレッシュパパママ教室　5回
87人
親子料理教室３回　82人
児童クラブ食育教室　2回52人

〇

多くの食育啓発の場で周知
ができている。今後も継続し
ていく。

食育講座、健康教育事業 食育講座、健康教育の
実施

健康づくり課 　栄養・食育講座、健康教育等で
栄養バランスのとれた日本型食
生活を啓発する

食育講座　36回　　660人
健康教育　68回　　1,039人 〇

多くの食育啓発の場で周知
ができている。今後も継続し
ていく。

基本目標・基本施策

１　生活
習慣と
健康状
態の改
善

児童生徒から高齢者までの各世代に向けて、
適正体重の管理や食生活、生活習慣病の予防
等に向けた講座や栄養・保健指導を実施する。

各世代に応じた望まし
い生活習慣と適正体重
の普及啓発

食育と地域の食べ物・
料理に関する広報啓発

様々な媒体や、各種講座を通じて、栄養・食生
活に関する情報発信や「具だくさん島田汁」の
普及啓発に努める。

保育園、幼稚園、こども園、小・中学校と連携
し、子どもの頃から望ましい生活習慣が身につ
くように支援する。

自己評価のつけ方

☆：目標以上に達成できた（100％以上）

◎：達成できた（80％以上）

〇：おおむね達成できた（60～79％）

△：達成は不十分（30～59％）

×：全く達成できなかった（29％以下）
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資料１－１

具体的な施策 内容 事業名 R11　目標値 担当課 事業内容 Ｒ６　事業実績
（回数、人数等）

R６年度末
の自己評価

課題と今後の方向性基本目標・基本施策

１－（１）　栄
養・食生活

栄養改善等相談事業
訪問栄養指導事業
母子栄養改善事業

食生活相談、歯の健康
チェック＆健康相談、
訪問栄養指導の実施

健康づくり課 栄養・食生活習慣の改善を指導
助言し、生活習慣病予防につな
げる

食生活相談　８3回87人
歯の健康チェック＆健康相談
2回歯19人
訪問栄養指導　４8回

〇

離乳食の相談や健診結果等
から訪問の依頼は増加してい
る。今後も継続していく。

特定健康診査事業 健康相談及び保健指
導

国保年金課 特定健診受診後に随時健康相
談を行い、栄養・食生活の改善
指導を行う。

来所相談：21人

〇

随時健康相談の機会を作り、
指導を実施した。対象者の気
軽に健診結果を説明できる
体制を整える。

減塩普及啓発事業（TE・A）
プロジェクト

協力機関（飲食店や
スーパー等）を35か
所まで増やす。（R5適
塩マイスター店１１店
舗）

国保年金課 対象者に則した健康教育や健康
相談等を行い、「適塩」の普及啓
発を行う。

・未就学児への健康教育　３か所
計46人
・小学生への健康教育　1回 12
人
・適塩マイスター講座　2回 ９店
舗
・出前講座　2回 計54人
・商業施設等の普及啓発活動2
か所 計62人

〇

健康教育や講座実施により、
適塩の普及啓発ができた。協
力機関との連携をさらに深
めるために着ぐるみを作成し
て活用していく。

乳幼児健診等で適塩
DVDの放映。
適塩の普及啓発。

健康づくり課 適塩の必要性について周知啓
発を行う。

・乳幼児健診や健康チェック＆
健康相談の日は保健福祉セン
ターロビーで適塩DVDを放映
した。
・健康相談で適塩の必要性につ
いて伝えた。
・国保年金課と協同で保育園児
にむけ適塩教育を実施：３か所
・「地域に適塩を広めよう」を
テーマに保健委員地区活動の支
援を行った。

〇

継続

１　生活
習慣と
健康状
態の改
善

生活習慣病対策の推進
と予防啓発

減塩普及啓発事業（TE・A）プロジェクト等によ
り、減塩（適塩）に関する取り組みを啓発する。

生活習慣病予防や改善
のための指導・助言の
実施

食生活に不安のある方や特定健康診査の要指
導者に、食生活に関する相談や食事指導を行
う。
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資料１－１

具体的な施策 内容 事業名 R11　目標値 担当課 事業内容 Ｒ６　事業実績
（回数、人数等）

R６年度末
の自己評価

課題と今後の方向性基本目標・基本施策

１-（2）身体
活動・運動

各種スポーツ教室の開
催

子育て中の母親を対象とした託児付きの
ニュースポーツ教室や、障害の有無に関わらず
参加できるボッチャ教室棟、特色ある教室を展
開し、誰もが気軽に運動できる機会を提供す
る。

①ジュニアスポーツクラブ
事業（小学生対象スポーツ
教室の実施）
②ニュースポーツ普及活動
事業（ニュースポーツ教室
の開催）

「市民ひとり１スポー
ツ」を目標に、引き続
き各種スポーツ教室等
を開催し、参加者数の
増加を目指す。

スポーツ振興課 ①小学生対象スポーツ教室の実
施(バレー・バスケ・陸上・テニ
ス・水泳)
②ニュースポーツ教室の開催

①スポーツ協会へ移管
②ニュースポーツ教室：726人

〇

教室への新規参加者に対し
て、継続して参加してもらう
アプローチを行っていく。

健康づくり事業 啓発等24回 健康づくり課 健康づくり事業を実施する。 スポーツ施設に委託し、ウォーキ
ングイベント実施：１回70人

〇

イベントには既に運動習慣の
ある方が参加者が多く、運動
意識の低い方の参加が低
かったため廃止。誰でも気軽
にできる運動を周知していき
た。

ニュースポーツ普及活動事
業（ニュースポーツ教室情
報を広報誌等で発信）

スポーツ教室の情報に
ついて様々な手法を
活用して発信する。
（広報しまだ、島田市
公式ライン、ホーム
ページ等）

スポーツ振興課 ニュースポーツ教室情報を広報
誌等で発信

広報しまだ：10回
公式LINE：31回

◎

今後も定期的に情報の発信
を行う。

地域のスポーツ活動の
支援及び情報発信

地域で活動する各種競技団体やスポーツ少年
団を宣するとともに、優れた結果などの情報
を広報誌等で発信する。

―
(補助金のみの交付のため)
活動団体の支援

補助金交付により組
織強化及び独立に向
けた支援を行ってい
く。

スポーツ振興課 島田市スポーツ協会の支援 島田市スポーツ協会27団体
スポーツ少年団31団体 （補助のみ

の交付の
ため評価

なし）

補助金交付により組織強化
及び独立に向けた支援を
行っていく。

運動施設の整備 気軽に安心してスポーツ活動に取り組めるよ
う、施設の管理や整備を行う。

①横井運動場公園改修事
業（老朽化した施設の改修
工事を進める）
②田代の郷多目的スポー
ツ・レクリエーション広場整
備事業（幅広い年代の人達
が利用できる施設を整備す
る）

各施設に劣化や破損
が見られ、年々不具合
は増加している傾向に
ある。利用者が安全に
利用できるよう施設
整備を進める。

スポーツ振興課 ➀老朽化した施設の改修工事を
行い施設利用者を増やす。
➁幅広い年代の人達が利用で
きる施設を整備し施設利用者を
増やす。

①69,670人
②135,000人(推計)

〇

各施設に劣化や破損が見ら
れ、年々不具合は増加してい
る傾向にある。利用者が安全
に利用できるよう施設整備
を進める。

しまトレ推進事業 実施個所：110箇所
支援回数：119回

包括ケア推進課 介護予防体操「しまトレ」を地域
住民が主体となって身近な公会
堂等で実施できるよう支援し、
地域の住民が自主的に行う介護
予防の場づくりを推進する。

実施個所：102箇所
支援回数：52回

〇

実施箇所数が増加したことに
伴い、すべての団体に支援を
行うことが難しくなってい
る。しまトレーナーの活用に
ついて改めて検討し、参加者
の意欲維持に努めていく。

パワーリハビリ教室事業 箇所数：３箇所
実施回数：560回
参加者数：324人

包括ケア推進課 要介護認定を受けていない高齢
者を対象に、低負荷のマシンを
用いての運動機会を提供するこ
とにより介護予防を図る。

箇所数：3箇所
実施回数：560回
参加者数：363人

☆

教室運営を行うサポーター数
の減少が課題となっている。
事業の周知とともに、サポー
ター養成講座にも注力し、教
室開催数の確保に努める。

短期運動指導教室(通所型
短期集中予防サービス事
業）

開催回数：145回
実利用者数：90人

包括ケア推進課 要介護状態となるおそれの高い
虚弱な65歳以上の高齢者に対
し、心身の状況や環境状況をふ
まえ、運動器の機能向上プログ
ラムを実施し、要介護状態とな
ることを予防する。

開催回数：148回
実利用者数：97人

◎

受入数を上回る対象者がい
るため、開催方法の検討が必
要。
事業終了後、通いの場等への
参加を促していく。

１　生活
習慣と
健康状
態の改
善

地域住民が集まって、体操や低負荷トレーニン
グ等を実施することで介護予防と運動機能の
維持・向上を図ります。

運動習慣の普及及び実
践の支援

日頃から運動を習慣づける重要性について周
知するとともに、年齢や心身の状況に応じて取
り入れることができる「軽スポーツ」の普及啓
発に取り組む。

介護予防に向けた運動
教室の開催
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資料１－１

具体的な施策 内容 事業名 R11　目標値 担当課 事業内容 Ｒ６　事業実績
（回数、人数等）

R６年度末
の自己評価

課題と今後の方向性基本目標・基本施策

1－(３)　休
養・睡眠・こ
ころの健康

睡眠やストレス等こころ
の健康ついての正しい
知識の普及

睡眠やストレス解消法等の正しい知識の啓発
を図る。

知識の啓発
睡眠・ストレス解消に関する
啓発

年１回広報誌や講演会
等で啓発

健康づくり課 睡眠の正しい知識の啓発を図
る。

こころの健康講演会実施（１回
49人）
SOSの出し方に関する教育で
も睡眠について触れている（小
学校７校406人、中学校６校
802人）

〇

全国の若年層の自殺者数は
減っていないことから、今後
も若年層対策を強化してい
く。ＳＯＳの出し方に関する教
育を継続していく。

島田市版ネウボラ 担当保健師の認知度
100％（７か月児相談
及び１歳６か月児健診
時アンケート）

健康づくり課 子育て世代包括支援センターを
設置し、望まない妊娠、妊娠期
から出産・子育て期の様々な相
談に対応する。

担当保健師の認知度96.3%

〇

認知度が100％になり、妊娠
期から相談できる関係づくり
をしていく。

子育てコンシェルジュ 相談窓口拠点　1か所 子育て応援課 全ての児童に係る相談窓口とし
て、保護者からの相談を受け、
そのニーズに合った子育て支援
サービスについての情報提供及
び児童に係る悩みや発達の相談
等を受ける。

相談窓口拠点　1か所

☆

引き続き、様々な機関と連携
を取りながら相談窓口拠点と
して、丁寧に対応していく。

産後ケア事業
産婦健康診査事業
赤ちゃん訪問

産後ケア事業：100％
周知する。
産婦健康診査事業：２
回/人実施
赤ちゃん訪問事業：
100％実施

健康づくり課 産後ケア事業、妊婦健康診査事
業、赤ちゃん訪問事業の実施

産後ケア事業
申請人数：151人
利用延べ人数：ショートステイ型
11人、ディサービス型２時間未
満77人、ディサービス型２時間
以上２３人、アウトリーチ型３７
人
産婦健康診査事業：延943人
赤ちゃん訪問事業：482人
（100％）

〇

事業をきちんと周知すること
で必要な時に利用ができる
ようにしていく。自分から発
信できない対象者もいるた
め対象者に寄り添った支援を
継続する。

乳児全戸訪問事業 赤ちゃん訪問実施率
100％

健康づくり課 生後2ヶ月以内の赤ちゃん訪問 訪問件数：482件
訪問実施率：100％（長期入院
を除く） ◎

産後の困りごとや不安に早
期に対応できるよう、引き続
き100％の訪問率を目指し
ていく。

育児サポーター派遣事業 申請者数　　　160人
総派遣回数　 900回

子育て応援課 就学前の子どもがいる出産前の
母親、出産後180日以内の母親
の家庭へ訪問による育児相談・
援助を行い、子育て家庭が安心
して生活を営むことができるよ
う支援する。

申請者数　   181 人
総派遣回数　971回

☆

市内の支援が必要な子育て
家庭に支援が行き届くよう、
引き続き周知活動と柔軟な
訪問体制を整えていく。

１　生活
習慣と
健康状
態の改
善

担当保健師が家族に寄り添うとともに、様々な
子育て支援サービスを利用することで切れ目
のないサポートを推進し、安心して子育てでき
る環境を整備する。

島田市版ネウボラや子
育て支援事業による伴
走型支援
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資料１－１

具体的な施策 内容 事業名 R11　目標値 担当課 事業内容 Ｒ６　事業実績
（回数、人数等）

R６年度末
の自己評価

課題と今後の方向性基本目標・基本施策

1－(３)　休
養・睡眠・こ
ころの健康

４か月児健診・10か月児健
診・１歳６か月児健康診査・
３歳児健康診査

４か月児健診・１０か月
児健診・1歳６か月児
健診・３歳児健診の受
診率100％

健康づくり課 4ヶ月・10ヶ月健診は医療機関
に委託。必要時は事後フォロー
を行う。
１歳６か月児健康診査・
３歳児健康診査では、発育発達
確認や育児についての相談を行
う。未受診者への受診勧奨を
し、。受診率の向上を図る。

・４か月児健診
受診者数：522人受診率：９９．
４％
・１０か月児健診
受診者数：532人受診率：９
8.7％
・１歳６ヶ月児相談：実施人数
531人、受診率　98.5％
・３歳児健診：実施人数　635
人、受診率　100.2％

〇

引き続き要フォロー児には電
話などで支援していく。
適宜、健診の受診を促し、受
診率の向上を目指す。

NP（ノーバディーズパー
フェクト）

NPを年間で６回（連
続講座）を２期実施す
る。NP参加者満足度
100％。

健康づくり課 育児不安や自分の子育てへの
感情を整理し、育児へ自信を持
つことが出来るよう、育児ストレ
スの高い母親を支援する教室の
実施。

Ⅰ期　参加延人数：32人
参加実人数：７人
満足度：97.5％
Ⅱ期　　参加延人数：32人
参加実人数：９人
満足度：96.7％

◎

母子保健事業の中で、対象と
なる母親に参加を広く呼び
かけ、参加人数を増やし、参
加者が育児不安が軽減でき
るようにしたい。

初めて０歳児の子を持つ親
の講座

開催期数　６期 社会教育課 初めて子供を産み、２か月～４
か月の子を育てる親を対象に、
交流や学びの場を提供する。そ
の中で保健師に相談したり、担
当保健師が母子の様子を見に
来てくれたりしている。
１期全４回の講座

６期24回　参加実人数180人 ◎

保健師からの呼びかけが
あっても、申し込みをしてい
ない親への支援が難しいと
感じている。健康づくり課と
連携をとり、支援につなげた
い親子の状況を確認しつつ、
引き続き親同士の交流や学
びの場を提供していきたい。

地域子育て支援センター運
営事業

利用人数25,000人
相談件数2,000件

子育て応援課 地域において子育て親子(未就
園)及び妊婦の交流等を促進
し、育児に関する相談業務等を
行う。

利用人数33,494人
相談件数2,058件

☆

人数も件数も目標以上だっ
たので、引き続き支援をして
いきたい。

こども食堂 ホームページへ記載
1回
広報へ情報記載　1回
しまいくへ開催情報発
信　1回

子育て応援課 地域の公民館・公会堂を使い、
児童及びその保護者の交流、育
児相談、育児に関する情報提供
等を行うことにより、子育てを
地域全体で見守る雰囲気を醸
成するとともに、子育て家庭の
育児の負担を軽減する。

ホームページへの記載12回
広報へ情報記載3回
しまいくへ開催情報発信1回

☆

目標以上に広報活動が出来
たが、ホームページは利用者
以外の新しく活動を始めたい
方や団体にも見ごたえのある
ものにしていきたい。

子育て広場「ぐぅちょき
ぱぁ」

15回 社会教育課 ・未就学児の親子の居場所づく
り
・家庭教育相談の実施

１５回　参加延べ人数600人 ◎

運営するペアレントサポー
ターの人員の確保が難しく
なっている。
継続した子育て期の親子へ
の支援を行うため、引き続き
居場所づくりを行っていく。

相談窓口の周知 市民や関係機関へ相談窓口の情報を集約して
一覧にし、周知を図る。

相談窓口啓発 相談窓口の周知 健康づくり課 自殺対策の相談窓口の啓発リー
フレットを配布する

相談窓口の啓発リーフレットを
作成・発行をし、希望者には配布
をした。
内容を島田市ＨＰに掲載した。

◎

相談窓口を知りたい人にリー
フレットが届くとよい。受け渡
し方法やリーフレットの置き
場所の検討をしていく。

包括的相談支援体制の
整備（重層的支援体制
整備事業）

分野を問わない包括的相談支援体制を整備す
る。

重層的支援体制整備事業 重層的支援会議・支援
会議の開催回数　延べ
65回

地域福祉課 複合化・複雑化した支援ニーズ
を有し、様々な課題の解きほぐ
しが求められる事例に対して支
援を行う。

重層的支援会議開催　５回

◎

上席職員及び現場職員に対
して、研修等により多職種連
携の意識を醸成しつづける
必要がある。

保健指導や相談対応と
情報提供

子育て期の親子の交流
促進による子育てサ
ポート

乳幼児種健診や講座などの母子保健事業の機
会を活用し、育児の相談対応やサービスの周
知に努める。

子育て期の親子や妊産婦の交流を図り、悩み
を共有できる環境や居場所づくりを推進する。
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資料１－１

具体的な施策 内容 事業名 R11　目標値 担当課 事業内容 Ｒ６　事業実績
（回数、人数等）

R６年度末
の自己評価

課題と今後の方向性基本目標・基本施策

1－(３)　休
養・睡眠・こ
ころの健康

各種相談事業の実施 庁内各課で各専門分野に応じた相談支援を実
施する。

家庭児童相談事業 相談件数400件
回数（5000回）

子育て応援課 児童虐待・子育て等子どもに関
するあらゆる相談に応じ、個々
の子どもや家庭に適した処遇等
の検討を行い、子どもの福祉の
増進を図る。

相談件数759件
回数（４８７７）

◎

子どもに関するあらゆる相談
に応じ、個々の子どもや家庭
に適した処遇等の検討や関
係機関と連携を図り支援して
いきたい。

女性相談事業 相談件数　180件
(相談延べ 750回)
連携回数　900回
証明書類等対応回数
25回
同行・訪問・保護等回
数　　　　50回

子育て応援課 ＤＶや性的被害、家庭破綻、生活
困窮など、困難な問題を抱えて
いる女性、またはその恐れのあ
る女性に対して、相談援助、関
連施策や制度等の活用、関係機
関との連携を図り、自立支援、
緊急一時保護、証明書類等の対
応等、女性支援事業を行う

相談件数 205件
(相談延べ 706回)
連携回数　702回
証明書類等対応回数　28回
同行・訪問・保護等回数　87回 ◎

ひとりも取りこぼすことのな
い女性支援を行うため、啓発
活動等で広く市民へ相談窓
口を周知する。庁内職員に対
して、女性支援事業に対する
周知と理解を図り、連携を強
化する。

女性相談事業 相談件数40件 市民協働課 女性を対象とした相談窓口「女
性相談」を設置。ジェンダー問題
専門の相談員（フェミニスト・カ
ウンセラー）による面談を通じ
て、家庭や職場などでの困難を
抱えた女性のサポートを行う。

47回

☆

相談室が庁舎ミーティング
ルームに移り、関係課相談窓
口との連携がとりやすくなっ
た。DVの疑いや離婚につい
てなど、子育て応援課の女性
相談へ繋ぐ件数が増加した。

市民相談事業(再掲） 一般相談：700件
消費生活相談：400件

生活安心課 市民相談室で各種相談事業を
行う

一般相談：877件
消費生活相談：505件

◎

一般相談件数の増について
は、相続登記の義務化の影響
で相続・贈与に関する相談が
多く、関心が高まっていると
考えられる。今後も法律改正
等の動向に注目し、適切に対
応を行えるよう相談員の知
識取得に努める。

障害者相談支援事業 必要な人に支援を提
供するため、相談支援
業務を委託する。

障害福祉課 障害者に対し、電話及び来所等
により健康に関する相談も受け
る

相談件数7,530件（委託相談）

◎

相談件数が増加傾向であり、
相談員の業務量も増加して
いる。委託相談が行う地域自
立支援協議会活動と相談の
業務量の見直しが必要であ
る。相談内容では、生活課題
が複合化、複雑化している。
課題解決に向け、関係機関で
連携を図りながら、効果的に
障害者相談支援を継続する

子育てコンシェルジュ 相談対応　　250件
訪問等支援　50件
地域に出向いた活動
250件
地域との連携　150件

子育て応援課 全ての児童に係る相談窓口とし
て、保護者からの相談を受け、
そのニーズに合った子育て支援
サービスについての情報提供及
び児童に係る悩みや発達の相談
等を受ける。

相談対応　　267件
訪問等支援　44件
地域に出向いた活動　273件
地域との連携　182件 ◎

訪問等の支援が目標値に届
いていないが、他は目標以上
の対応ができている。引き続
き、地域と連携しながら丁寧
な相談を実施していく。

教育相談事業 515件 学校教育課 教育相談 教育相談事業の実施（◎件）
◎

継続

青少年相談 ・個別相談の随時実施
・家族教室・座談会４回
以上開催

社会教育課 ・来所相談
・不登校やひきこもりの回復を
考える家族教室、座談会の開催 延べ相談件数　312件

家族教室開催：全３回　延べ16
人
座談会開催：全３回　延べ３人

〇

引き続き、相談者の理解に努
め、必要に応じ、継続的な支
援や課機関と連携した支援
を行う。家族教室について
は、今後も広く広報するとと
もに、安心して参加いただけ
るよう、丁寧な受け入れを行
う。
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資料１－１

具体的な施策 内容 事業名 R11　目標値 担当課 事業内容 Ｒ６　事業実績
（回数、人数等）

R６年度末
の自己評価

課題と今後の方向性基本目標・基本施策

1－(３)　休
養・睡眠・こ
ころの健康

各種相談事業の実施 庁内各課で各専門分野に応じた相談支援を実
施する。

健康相談 相談事業の実施 健康づくり課 健康や子育てに関する相談 電話・来所健康相談
【母子保健に関する相談】
来所：282件、電話：1,106件
オンライン：６件
乳幼児相談
予約制：159件、PT：44件
食生活相談87人
【母子保健以外の相談】
健康チェック＆健康相談：６回
187人
電話・来所：延べ1２８２人

〇

来所相談や電話相談時に助
言など支援していく。

子育て応援つながる環境づ
くり事業

子育て応援サイトペー
ジビュー数
400,000 回

子育て応援課 子育てポータルサイト、LINEの
活用により子育てに関する情報
発信を行なう。

子育て応援サイトページビュー
数　430,330回

☆

子育てイベント等の開催が増
え、子育て世代向けの情報配
信が増えた。サイトを身近な
存在として利用してもらうた
め、利用者アンケートを実施
し、サイト内のコンテンツの見
直し、UIの改善、情報の伝え
方等の工夫・検討を行い、引
き続き目標値の達成に努め
たい。

女性相談啓発事業 毎年４月に行っている
相談窓口の周知を継
続し、相談窓口のより
一層の周知を図る。

市民協働課 女性相談のチラシなどの広報物
を公共施設などに配架する。

32か所計280枚送付
令和6年からは高齢者安心セン
ターアポロンも追加して配架し
ている。

◎

47件中30件が新規の相談
であり、うち16件の来所経路
が広報媒体を見ての相談で
あった。引き続き窓口の周知
と情報発信を行っていく。

SOSの出し方に関する教
育

市内小中学校で実施 健康づくり課 不安や悩みを抱えたときにどう
すればいいかや、自分も周りの
人も大切にすること等をワーク
シートで話し合い、相談窓口の
紹介などを市内小中学校を対
象に行う。

小学校　７校　406人
中学校　６校　802人

◎

学校からの依頼がなければ
実施できていない。自殺予防
の必要性について伝えていく
必要あり。

市民相談事業 相談窓口でのパンフ
レット配布：随時
夏休み親子実験教室
の開催

生活安心課 相談窓口でのパンフレット配布 相談窓口でのパンフレット配布：
随時

◎

継続してチラシを配架する。
消費生活相談件数や内容に
より、市HPや市LINE公式ア
カウントから情報発信を行
う。

公共施設での情報周知 随時 商工課 必要に応じ、歩歩路でのリーフ
レット等設置

随時

◎

今後も継続して歩歩路での
リーフレット等の設置、配布
を行う。

教育相談事業 ４月にすべての小中学
校に配布

学校教育課 教育センター
リーフレット　配布

・教育センター、市内１９小中学
校へのリーフレットの送付 ◎

継続

自殺予防週間啓発事業 年１回広報誌等で啓発 健康づくり課 自殺予防週間にＦＭ島田で、「こ
ころの健康相談統一ダイヤル」
の啓発を実施する

３月（自殺予防月間）
・広報誌にて、周知。
・ＦＭしまだに出演

◎

啓発を継続していく。
現在の周知方法だけでは限
られた市民にしか情報が行き
渡らないため、今後も周知方
法について検討していく。

こころの健康講演会
ゲートキーパー養成講座

各年１回開催 健康づくり課 こころの講演会を実施する Ｒ６．１２月に１回開催49人
（睡眠でこころもからだも元気
に！） ◎

心身ともに健康に過ごすため
にはどのような情報提供が
必要かその都度検討をして
いき、講演会内容の選定をし
ていく。

自殺対策計画と連携して相談窓口やゲート
キーパーの養成等を推進し、地域の見守り体
制の強化に努める。

市のホームページやＳＮＳ、庁内の相談窓口で
配布するチラシやパンフレットを活用し、利用
できるサービスや地域のイベントについて周知
啓発する。

相談窓口や不安の軽減
につながる情報の周知
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資料１－１

具体的な施策 内容 事業名 R11　目標値 担当課 事業内容 Ｒ６　事業実績
（回数、人数等）

R６年度末
の自己評価

課題と今後の方向性基本目標・基本施策

1－（４）　歯・
口腔の健康

健康教育（ブラッシング指
導）
フッ化物洗口
フッ化物塗布

健康教育を市内全幼
保園・小中学校で実
施。
フッ化物洗口実施施設
数の継続維持
小学生フッ化物塗布
前後期各６回実施

健康づくり課 市内の幼児及び小中学生に対し
フッ化物塗布・洗口及びブラッシ
ング指導を行う。

【塗布】
幼児:72回　延1,742人
小学生:12回　延1,123人
【洗口】
園：23園　1,718回　延
82,608人
小中学校：2校　35回　延
2,824人
【健康教育】
園：24園　899人
小学校：16校　868人

◎

乳歯のう蝕有病者率は減少
傾向にあるが、永久歯の有病
者率は他市より高い。健康格
差縮小のためにフッ化物を併
用した歯みがき習慣の啓発
を継続していく。

・健康つくり課の歯科衛生
士によるブラッシング指導
・フッ素洗口

・健康づくり課の歯科
衛生士によるブラッシ
ング指導
・４．５歳児対象のフッ
素洗口（週1回）

保育支援課 ・保育園児対象に年にブラッシ
ング指導を実施。
・保育園児歳児対象にフッ素洗
口を実施

・第一保育園
フッ素化物洗口
4歳児21人　　延べ43回
5歳児26人　　延べ50回
ブラッシング指導
4.5歳児　　計44人
・第三保育園
フッ化物洗口
4歳児16人　　延べ31回
5歳児20人　　延べ50回
ブラッシング指導
４・５歳児　　計38人

◎

フッ素が苦手な子はブクブク
うがいを行い、その子のタイ
ミングを見ながら促してい
く。

１歳６ヶ月児健診
３歳児健診
妊婦歯科健診
歯周疾患検診

・１歳６ヶ月児及び３歳
児の歯科健診実施率
100％
・歯周疾患検診受診率
10％
・過去１年間に歯科健
診を受診した人の割
合（20～74歳）
50％

健康づくり課 〈1歳6ヶ月児・3歳児健診〉健診
時に歯科検診を行う〈一般歯科
健診〉年4回、保健センターで希
望者に対し歯科検診と歯科相談
を行う
〈歯周疾患検診〉40、50、60、
70歳の市民に対して、歯周疾患
検診を実施する

【歯科健診実施率】
1歳６か月児　531人　98.5％
3歳児　　　　　635人　100％
歯周疾患検診　6.5%
妊婦歯科検診　157人 〇

若年層の受診率が低いため、
ライフステージ毎の有病状況
等の情報を収集、評価管理し
ていく必要がある。

歯科検診・歯科衛生に関す
る研修

園医による歯科検診
（年1回）

保育支援課 ・園医による年1回の歯科検診 第一保育園
歯科検診　85人
第三保育園
歯科検診  80人

◎

当日受診しない園児もいる
が、後日受診するよう促し、
全園児受診を行っている。

健康管理事業 年１回の実施 学校教育課 歯科検診 歯科検診の実施
◎

継続

健康相談
小学生フッ化物塗布時の相
談・指導

健康相談　４回
小学生フッ化物塗布
　前後期各６回

健康づくり課 小学生にフッ化物塗布及び歯科
相談や歯磨きの指導を行う。

健康チェック＆健康相談:2回
27人
小学生フッ化物塗布:12回　延
1,123人 〇

小学生フッ化物塗布受診率
は12%であり、全体への指
導、啓発は拡充できていな
い。申込用紙にＱＲコードを
添付し、歯科の情報提供を検
討していく。

7か月児相談
健康教育
歯科口腔の広報・啓発

７か月児相談時に歯科
DVDを上映・指導12
回
家庭教育学級での講
座　2/3以上の小学校
で実施
歯科講座の実施

健康づくり課 依頼先に出向き、ブラッシング
指導や歯の講話を行う

７か月児相談　552人
99.6％
家庭教育学級　2校　100人

〇

家庭教育学級での講座を拡
充するために、定期的に担当
者合同会議での歯科講座の
説明を検討。

予防歯科の推進

歯科相談・保健指導の
機会拡充

歯科検診や各種講座の場を活用して歯科相談
や保健指導を行います。また広報紙や市の
ホームページを活用して、歯科口腔や生活習慣
に関する啓発を行う。

幼児や児童生徒を対象とする定期的な歯科検
診や成人を対象とする歯周疾患検診を実施
し、フッ化物塗布・洗口、ブラッシング指導によ
る歯磨き習慣の重要性の啓発を行う。
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資料１－１

具体的な施策 内容 事業名 R11　目標値 担当課 事業内容 Ｒ６　事業実績
（回数、人数等）

R６年度末
の自己評価

課題と今後の方向性基本目標・基本施策

1－（４）　歯・
口腔の健康

障害者・高齢者を対象
とした歯科保健事業の
実施

障害福祉サービス事業所や高齢者の通いの場
などでブラッシング指導など健康教育を行い
ます。口腔機能向上プログラム（オーラルフレイ
ル対策）の実践、口腔相談、在宅訪問歯科診療
を実施する。

健康教育（ブラッシング指
導）

健康教育実施　15回 健康づくり課 障がい者自立支援施設に出向
き、ブラッシング指導を行う。

障がい者自立支援施設:16回
延233人

◎

ブラッシング指導を通じて、
歯科定期受診につなげてい
く必要がある。

訪問歯科診療事業
訪問口腔相談

訪問歯科診療　100
人以上

健康づくり課 寝たきり等で、かつ在宅での歯
科治療が可能な在宅療養者に
対し訪問歯科診療等を行う

申込者数:135人
診療延回数：439 ◎

引き続き歯科医師会と連携
して実施していく。

訪問による個別指導が必要な高齢者を対象
に、歯科衛生士が自宅を訪問し、口腔機能等に
関する問題を把握し、必要な相談・指導を行う
ことで、口腔機能の改善を図る。

訪問型介護予防指導事業 実施回数：180回
実利用者数：70人

包括ケア推進課 管理栄養士・歯科衛生士・理学
療法士等がお宅に訪問し、栄養
の改善や口腔機能・運動機能の
向上について、相談・指導し要介
護状態になることを予防する。

実施回数：69回
実利用者数：23人

〇

目標値には及ばないが、必要
な人が必要なサービスを受
けたと考えられるため目標は
おおむね達成したと考える。

オーラルフレイル予防の
概念を加えた新しい
8020（ハチマルニイマ
ル）運動の推進

オーラルフレイル予防を追加した8020運動の
普及啓発を推進する。8020コンクールを開催
し、該当者を認定する。また、講座等での普及
啓発を行う。

８０２０運動の普及啓発
８０２０コンクールの開催

8020コンクールの開
催
認定者　1回40人

健康づくり課 8020コンクールを開催し、健
康教育を行うとともに優秀者を
表彰する。
8020推進員の育成・研修を行
う。

8020コンクール認定者：45人

〇

8020推進員の活躍の場を
設け、歯周病及びオーラルフ
レイルについても普及啓発し
ていく。

噛ミング30（カミング
サンマル）の推進

口腔機能の発達や維持向上のため、噛ミング
30を推進する。乳幼児の相談・健診、健康教
育、講座のほか様々な媒体により普及啓発を
図る。

噛ミング３０の普及啓発
7か月児相談
幼児健診
健康教育
健康づくり啓発事業

「噛ミング30（カミン
グサンマル）」を知って
いる乳幼児・幼保園児
の保護者の割合
30％

健康づくり課 歯科健康教育や各種講座の場
を活用して噛ミング30の普及
啓発する。

小学4年生を対象に咀嚼チェッ
クガムを使用し、噛む力を測定、
評価を実施した。

〇

半数以上の児童が噛む力が
弱いため、7か月児相談や家
庭教育学級を通して保護者
への働きかけを行う。

歯や口の健康に関する
イベントの開催

歯と口の市民フェスティバルや歯科講演会な
どのイベントを開催し、デジタルツールも活用
しながら歯科保健に関する市民の関心を高め
る。

健康づくり啓発事業
歯と口の市民フェスティバ
ルの開催
歯科講演会の実施

歯と口の市民フェス
ティバルの開催　1回

歯科講演会　隔年開催
デジタル配信

健康づくり課 〈歯と口の市民フェスティバル〉
8020授賞式に合わせ、歯科医
師会主催で歯の大切さをイベン
トを行う〈歯科講演会〉歯科につ
いての講演会を行う

〈歯と口の市民フェスティバル〉
Ｒ2～Ｒ6中止
R7開催に向けて協議
〈歯科講演会〉
会場135人　WEB20人

〇

歯と口の市民フェスティバル
はR7規模を縮小して開催す
る。
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資料１－１

具体的な施策 内容 事業名 R11　目標値 担当課 事業内容 Ｒ６　事業実績
（回数、人数等）

R６年度末
の自己評価

課題と今後の方向性基本目標・基本施策

健康教育
禁煙の促進

年１回 健康づくり課 ポスター、パンフレット等
媒体を利用し、市民に周知。

世界禁煙デー、禁煙週間に合わ
せ市役所や公民館等にポスター
掲示。
LINE配信、ホームページで周知
した。

〇

継続。

母子健康手帳交付
乳幼児健康相談（７か月児
相談）及び健診
保護者・若年対策としての
健康教室

母子健康手帳交付時
の対象者に対しての情
報提供実施　100％

健康づくり課 喫煙や飲酒状況をアンケートで
調査し、その都度個別で啓発を
実施している。

母子健康手帳交付時の情報提
供：１００％実施
母子健康手帳交付：48１件 〇

今後も母子健康手帳交付時
のアンケートともとに、対象
者にはその都度個別で啓発
を実施していく。

薬学講座 年１回以上の実施 学校教育課 薬学講座 薬学講座の実施
◎

継続

生活習慣病等対策事業 年１回 健康づくり課 世界禁煙デーに、街頭広報を実
施し、禁煙の必要性について啓
発した。

世界禁煙デーに合わせ駅で街頭
広報実施。

〇

人が多く集まるところで周
知・啓発していく。

生活習慣病等対策事業
受動喫煙防止条例・法改正
の周知

ホームページ等での周
知

健康づくり課 ホームページや広報で情報の周
知を実施

ホームページやLINEで周知し
た。

〇

継続

受動喫煙防止に配慮し
た喫煙場所の設置

事業者やイベント主催者等に対し、受動喫煙防
止に配慮した喫煙場所の設置等を働きかけ
る。

生活習慣病等対策事業
受動喫煙防止条例・法改正
の周知

随時 健康づくり課 各関係者に受動喫煙に配慮して
いることや苦慮していることを
確認し支援していく

イベントでの喫煙所設営状況に
ついて検討した

〇

R7は観光課、商工課に喫煙
所設営について状況確認し
たが、設置について明確な基
準はなく参加者からの苦情等
もない。状況に合わせて支援
していく。

相談窓口の開設 健康チェック＆健康相
談：年４回

健康づくり課 健康の日健康相談等で、喫煙者
に対し禁煙についての指導や支
援を行う。

健康チェック＆健康相談を４回
実施した。

〇

センター型と出張型を組み合
わせることで、引き続き相談
窓口を拡充していく。

国民健康保険　保健事業
（特定保健指導）

禁煙指導実施率：特定
保健指導対象者のう
ち喫煙者の90％

国保年金課 特定保健指導対象者等に対し
て、喫煙と生活習慣病との関連
や禁煙について保健指導を行う

特定保健指導対象者のうち喫煙
者：26人(直営実施分）
禁煙指導実施者：26人
実施率100％

☆

特定保健指導対象者対して
禁煙指導を実施した。

医師会や薬剤師会など
関係機関と連携した禁
煙支援体制の充実

禁煙外来や禁煙支援薬局の一覧を作成し、情
報提供を行う。

母子健康手帳交付
赤ちゃん訪問
健康増進事業

相談窓口の周知 健康づくり課 喫煙中で禁煙の希望が
ある方に対し情報提供および指
導

喫煙や受動喫煙の有無を聞き
取りチラシを用いて禁煙指導、
禁煙について情報提供をした。 〇

継続

1－（５）　た
ばこ・アル
コール・薬物

受動喫煙防止対策の啓
発

特定保健指導や妊婦健康相談等で、喫煙者に
対し節煙や禁煙の指導や支援を行う。

禁煙指導や支援の実施

喫煙、飲酒及び薬物の
リスクに対する理解促
進

喫煙や飲酒のリスクに関する様々な情報を発
信するとともに、学校や薬剤師会と連携して児
童生徒やその保護者に対する健康教育の機会
を設ける。

受動喫煙防止対策について、広く啓発する。
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